	洋菓子小売業（製造小売）


洋菓子小売業（製造小売） は、リーマンショックによる景気後退で売上が減少したものの、その後回復しつつある。

大阪では、近年の百貨店や商業施設の相次ぐ新装や売り場面積の拡大などにより、販売店が増加しているが、少子高齢化の影響などにより需要が増加しない中で、顧客獲得競争が一層厳しくなっている。特に、個人業者は、営業地域の人口減少や大手企業、全国チェーン店等との競争が激化し、厳しい経営環境となっている。

業界の概要

　洋菓子製造･小売業には、専業メーカーとして商品を専ら自社以外の流通経路で販売する量産菓子メーカーと、専ら直営店などの自社の流通経路で販売する洋菓子製造小売業者がある。ここでとりあげる業者は、自社工場（工房）や協力工場で製造し、直営店舗や百貨店店舗で一般消費者を対象に販売する業者が中心であるが、一部、ホテルや他の洋菓子店に卸売する業者も含まれる。

洋菓子製造は、第二次大戦後、砂糖の統制撤廃により大量生産が可能となり、高度経済成長を経た昭和40～50年代に急成長した。

洋菓子製造技術者（パティシエ）は、業界の養成学校や民間の製菓学校などで技術を学び、店舗等で3年程度修業を積んだ後、ホテルや大型店でさらに修業を重ね、10年程度で独立することがこれまでのキャリアパスであった。近年は、新規開業の設備投資等の費用が大きく、競争環境の激化などもあるため、独立志向のある人材は減っている。

　洋菓子の中心商品である洋生菓子は、鮮度が重視される「ナマモノ」で、製造小売を主とする小規模な洋菓子店が大半を占める。近年、大手チェーン店等が、工場等から店舗への効率的な配送や店舗での冷蔵技術の向上により、大量生産・販売が可能となり、小規模事業者は減少傾向にある。

　大阪の地位と特徴

大阪は戦前から砂糖の輸入と問屋が多く、砂糖の入手が容易であったことから老舗も多い。「大阪へのこだわり」を経営理念に掲げる業者も多く、「大阪もん」の商品開発に取り組む業者もみられる。

24年経済センサス（活動調査）では、24年の菓子小売業（製造小売）の事業所数は1,168、従業者数は7,390人で、それぞれ全国の5.3％、6.5％を占め、19年までの商業統計表と単純に比較できないが、いずれも減少傾向にあると考えられる。最近は、ターミナル周辺の百貨店や商業施設の新装改装が相次ぎ、新商品の販売や顧客サービスの向上など、同業他社間の生き残りをかけた競争が激化している。

　また、家計調査年報では、24年の大阪市の洋菓子に対する二人以上世帯の1世帯当たり年間の支出金額は18,645円で、近年は増加傾向で推移している。

　業界の景気動向は一進一退

業界団体では、洋菓子の売れ行きは、景気動向全般の動きより１年程度遅れて現れるとし、今年６～７月になって前年比２％程度のプラスとなり、水準は低いものの改善の兆しがみられるようになったとみている。

しかし、８～９月に入って酷暑などの気候の影響により、売上高が横ばいという業者や、前年比で10％程度減少した業者がみられるなど、改善の兆しに一服感がみられる。また、企業の贈答需要、ホテルの宴会需要などが多い業者は、法人の経費削減の動きが継続しており、昨年度対比で売上高が２～３％程度減少している。

ただし、各業者の業績は、商品の競争力に加えて、規模、取引先、店舗の立地環境や店構え、オーナーの人柄などに大きく影響される。例えば、地域に密着した店舗で、小学生でも買える単価設定や購入品の飲食コーナーを併設するなどの工夫をしている業者では、売り上げが伸びている。

洋生菓子の平均販売単価については、少子高齢化に伴う世帯人員の減少などで、販売個数が2～4個程度と少なく、1,000円前後から2,000円以内と、従来に比べると100～200円程度減少している。
近年、プリン、シュークリーム、パウンドケーキなどの定番商品では、大手メーカーは産地限定商品を出すなど商品の個別化を図っており、競合が激化している。また、若年男性など新たな消費者層が台頭しつつあるが、これらの需要は、製造工程や配送技術の向上や保冷技術の進歩で、生洋菓子の販売を拡充するなど充実が図られているコンビニスイーツに流れており、当業界の需要拡大にはつながっていない。

　収益確保が課題

　洋菓子の原材料は、小麦粉、牛乳、生クリーム、卵、砂糖のほか、世界相場で価格変動の比較的激しいチョコレート、ナッツなどの海外輸入品が多い。最近の円安や生産国での価格高騰などもあり、原材料全般が３％程度値上がりし、商品価格に占める原価率が40％を超える商品もあることから、利益確保が厳しい業者もいる。また、商品価格の１割程度占める包材や保冷剤も３～８％程度値上がりしているが、現状は価格への転嫁は困難で、収益を圧迫している。このため、業者によっては、商品サイズの変更や、米粉などの国産原材料を使用するところもあるが、原材料が品質を左右することから、大きな見直しは困難な状況である。

　原材料費の高騰は価格転嫁できないとする業者が多いが、消費税増税分の小売価格へ転嫁するか判断を決めかねている。洋菓子は嗜好品との認識から、価格転嫁後も需要は大きく減少しないと考える業者がある一方、消費者の購買意欲の減少を危惧して価格転嫁は困難とする業者も多い。百貨店販売商品では価格転嫁が行われる可能性が高い。

こうした状況の下で、高齢者や女性などの健康志向を求めるニーズに応え、乳脂肪の使用を減らしたり、豆腐などの素材活用を試みたりする業者もいる。このほか、生ケーキは、計画生産していても一定のロスを避けられないため、収益確保に向けて、進物用の焼き菓子の需要開拓に取り組む業者もいる。

設備投資は堅調

洋菓子製造設備は、耐用年数が概ね10年で、更新需要はあるが収益が伸びないため、必要最低限の更新に留まっている。新規出店には２～３千万円程度、オーブンや冷蔵庫などの更新需要では600～1,000万円程度を要するため、慎重な姿勢がみられるが、製菓技術の進化に伴い、新型の製菓機械であるチョコレートの温度調節やガナッシュを混ぜる機械（攪拌機やミキサー）などには、品質の安定化や効率的な製造に向けて、積極的に投資する業者もいる。

店舗については、消費者が求める「清潔で明るい店舗」や「コーヒー」が飲める喫茶の併設などに対応し、積極的に改装する業者も多い。

人材確保は厳しい
　パティシエは、店舗を渡り歩いて技術を高めていくことが多く、早朝からの勤務など若者にとってきつい労働条件もあり、入社後５年以内で退職する従業員も少なくない。このため、毎年一定数のパティシエを採用しているが、製菓学校や業界の学校への入学者が減少するなど、今後雇用確保が厳しくなることが想定される。また、各業者の人的な余裕が少ないため、組合等が実施する講習会やコンテストへの参加者数は減少し、技術水準の向上が困難な状況となっている。こうしたことから、人材育成や労働環境の整備など、業界挙げての対策が必要となっている。

一方、販売店員は、ほとんどがパートで移り変わりが激しく、年間を通じて募集している事業所も多い。

今後の見通し

　景気の回復が本格化すれば、業況が改善し、秋以降のハロウィーン、クリスマス、ヴァレンタインなどの季節行事が、業況回復の追い風になる可能性がある。しかし、大手メーカーやコンビニエンスストアとの競合により、業者によって二極化の傾向が進むと想定される。

こうした状況に対して、顧客満足度を向上させる商品開発や接客サービスの向上を図ることを目指している。そのため、優秀なパティシエを育成し、品質面での安全性の追求や自然食材の使用、低カロリーで健康に配慮した新たな商品を開発するなど、商品のコスト低減を図りつつ新たな商品群と新たな需要層を開拓し、収益の向上を図ることがこれからの課題である。

（江原　均）

	
	

	菓子小売業（製造小売）の事業所数、従業者数、年間商品販売額の推移

（単位：人、百万円）
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販売額
平成
6年
1,887
7,857
52,073
32,417
134,872
886,169
9
1,989
9,188
60,695
32,107
137,270
897,596
14
1,890
11,702
61,919
32,202
158,303
857,611
19
1,700
10,473
55,182
30,201
157,266
843,242
24

1,168

7,390

-

21,950

113,787

-

資料：経済産業省『商業統計表 第2巻 産業編（都道府県表）』、

総務省統計局『平成24年経済センサス-活動調査』

	洋菓子の1世帯当たり年間支出金額の推移
（単位：円、前年比％）
大阪市
全国
平成19年
18,407　（4.7）
17,662　（1.7）
20
18,644　（1.3）
18,055　（2.2）
21
17,178（▲7.9）
18,445　（2.2）
22
15,723（▲8.5）
18,225（▲1.2）
23
17,627 （12.1）
17,914（▲1.7）
24

18,645　（5.8）
17,910　（0.0）

資料：総務省統計局統計調査部『家計調査年報　家計収支編』

（注）二人以上世帯の１世帯当たりの支出金額。品目は、カステラ、ケーキ、ゼリー、プリン、他の洋生菓子の合計。
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